
始めに：日立-産総研サーキュラーエコノミー連携研究ラボの紹介

CEバリューチェーンにおけるルール形成

日立-産総研サーキュラーエコノミー連携研究ラボ

サーキュラーエコノミー移行に向けたルール形成の検討

TC : Technical Committee, TS-P : Technical Specification Proposal, SC : Subcommittee, WG: Work Group

[Acknowledgement] 1. Proposed by Dr. Tatsuya Oki, Prime Senior Researcher , AIST and Chairman, SURE Consortium, http://unit.aist.go.jp/env-mri/sure/index.html

株式会社 日立製作所と国立研究開発法人 産業技術総合研究所（産総研）は、循環経済社会（CE）の実現に向けて、日立-産総研サーキュラーエコノミー連携

研究ラボを産総研臨海副都心センターに2022年10月設立しました。

業種をまたいでバリューチェーン全体で資源を高効率に利用し合う循環経済社会の実現に向けて、あるべき社会像の立案や必要とされるルール、ソリューションなどの研

究・開発を推進しています。日立の持つ幅広い業種でのOT×IT×プロダクトのノウハウと、産総研の有する幅広い研究開発力や標準化活動などの強みを掛け合わせる

ことで、業種横断の資源循環を支えるイノベーションを創生し、サステナブルな社会の実現や脱炭素への貢献を目指しています。

中林 亮1、 星野 攻2、 神垣 幸志3、 市橋 祥之2、 増井慶次郎3、 寺田 尚平2 、 宮崎 克雅2

1 : 株式会社 AIST Solutions、 2 : 株式会社 日立製作所、 3 : 国立研究開発法人 産業技術総合研究所

CEに関連する標準化活動の俯瞰図

サイバーフィジカル空間において、今後のCEに関するルール形成には下記

のインターフェース(I/F)が重要になると考えられる。

① 製造業とリサイクル業界

② 異なる業界間のリサイクル企業における境界

③ サイバーとフィジカルのレイヤー境界

価値の可視化例

Gradingというクラス分けによる価値の可視化

• 同じ業界内だけではなく、異なる業種間でも有効に機能する。

• Gradingの概念は材料、パーツや製品、設備、組織などへ拡張可能である

まとめと今後

• 国際的なルール策定活動を俯瞰し、サイバーとフィジカル双方の活動状況を明らかにした。

• CEバリューチェーンのアーキテクチャーを分析し、各プレーヤーの接点における価値指標を可

視化するルール作りが、社会を循環型経済へと誘導し、新たな市場形成に寄与するとい

う仮説を提示した。

• 今後、製造・輸出国でもある日本に有益になる標準化内容を具体化していく予定。

• CE関連の標準化としては影響力のあるISO/TC 323 (Circular Economy) が有効であり、

内容によっては他の標準化グループとの連携を考えていく予定。（連携候補：ISO/TC 

268/SC1 、ISO TS/P 317 、IEC SC 3D）

• 2024年上半期に国際専門家会議を開催し、標準化案について意見交換を行い、標準

化活動を進める予定である。

• サーキュラー・エコノミーに関連する標準化活動やルール形成コミュニティの関係を、地域別、

サイバーレイヤーと物理レイヤー別に可視化した。

• サイバースペースでは、欧州を中心にデータスペースに関する議論が進んでいる。これとは対

照的に、日本はデータ間の相互運用性について方向性が見えにくい状況にある。

• 産総研と日立製作所は赤丸で示した多くの活動に参画しており、今後のCEルール形成に

貢献できると考えている。

ルール形成の案（例）

◆ 価値の可視化によりCEバリューチェーンを活性化させるルール形成

市場と透明化による取引コストの低下により取引が促進され、バ

リューチェーンが拡大する。また異なる業界間での取引も活性化され、

プレーヤーのCEへの移行を促進する。

グレーディングの事例（リサイクルの水平度による価値基準1）

UGリサイクル材 廃製品を、原料より高価な素材として再生した材料

1Gリサイクル材 廃製品を、同等製品向けの原料として再生した材料

2Gリサイクル材 廃製品を、下級製品向けの原料として再生した材料

3Gリサイクル材 廃製品を、本来持つ機能と無関係な異種原料として利用

4Gリサイクル材 廃製品を、本来の原料特性は利用せずに利用

H-AIST CE Lab. プラスチックの未来を考える〜リサイクルの価値向上へ 2023年1月22日 国際連合大学

産総研臨海副都心センター

循環型経済社会のグランドデザインを提案し、それを実現するためのデジタルソリューションを開発

し、戦略を標準化し広く社会に発信する活動を、以下の３つのグループで推進しています。

WG1：循環経済社会のグランドデザインの策定

WG2：循環経済向けデジタルソリューションの開発

WG3：標準化戦略の立案・施策の提言

また、CE指標は、循環経済への貢献や成果を定量的に評価するための重要な要素であるため、

各WGの代表者で構成される指標タスクグループをスタートさせ、世界中で出版されている文献

から循環経済に関連する指標を収集・分析しています。

本発表はWG３の標準化に関わる活動内容の紹介になります。本研究ラボ全体にご興味ある

方は、是非2024年2月5日(月)に行われるオープンフォーラムにご参加下さい。

D
X

環
境
・

グ
ロ
ー
バ
ル

社
会
・

ロ
ー
カ
ル

経
済
・

資
源
循
環

製
品
・

材
料
循
環

EU 国内国際標準

GDPR規制: 
Data主権は発生源にある

(自律型・データ分散)

Skywise

(航空機)

航空データ連携サービス

DATA-EX

日本版GAIA-X,IDS

DSA:デジタル庁,SIP活用・実証・IDSコネクタ

IMDS

自動車関連企業用

材料データベース
ELV指令（End-of Life 

Vehicles Directive）

chemSHERPA

SCIP登録/情報伝達

JAMP: 製品含有化学物質情報伝達共通スキーム

GLAD

The Global LCA Data Access Network
IDEA

LCA用Inventory Database

国連環境計画（UNEP）:

・ LCI間の国際協調枠組み

・ タイプIII環境ラベルの製品環境宣言

に関する情報

NREL

US LCI database

USA

MOBI

米国版Catena-X

Mobility Open Blockchain Initiative       

自動車/BC基点

RRI WG1 SWG8

GAIA日本ミラー

JMF: 欧州窓口・レポート・実証・フォーラム

CE CN

「プラットフォーム」による

データ駆動型ビジネス
例) GAFA

PACT：Partnership for Carbon Transparency

標準: Pathfinder Framework

WBCSD:

正確で一貫性のある検証済みのバリューチェーン全体の

製品レベルでの排出量データ共有を目指す

ESTANIUM協会

製品カーボンフットプリント情報

Siemens/NTTデータ:

企業間で温室効果ガス排出量データをセキュアにやりとりで

きるオープンな基盤を構築し、産業界の脱炭素をめざす。

METI/JEITA:

現在は、製造業とITで第一般を作成中

日本版Pathfinder(算定方法)

BASC (BASC認証)

電池サプライチェーン協議会

METI/JAMA:電池・データ連携

蓄電池の生産基盤強化

日立

METI: GXリーグ

GreenxDigitalコンソーシアム

CO2見える化データ連携基盤

日立

日立

日立

産総研

産総研
産総研

日立

TC111/TC207 

JWG16 MD

IEC TC111 環境

ECD ・ CFP/GHG

ISO TC207 環境

LCA・GHG

ISO TC322

ESG投資

ISO TC308

CoC認定・

Mass Balance

ISO TC323

循環経済

ISO TC184 SC4/5

Data品質/自動化

日立

産総研

産総研

産総研

日立

ISO TC307

Blockchain

ISO TC324 

Sharing economy

ISO TC301 

Energy Management

ISO TC59/SC17

建築・土木

ISO TC61

樹脂

ISO TC251 

Asset Management

産総研

ISO 26000

Social Responsibility

GRI:国連環境計画(UNEP)公認団体

サステナビリティレポートに活用

BSI 英国規格協会

BS 8900等を開発

20のローカル及び国際

機関の認定団体

Global Reporting Initiative

GRIスタンダード(ES影響測定基準)

DigitalEurope

CircThread Platform

DPP推進活動

CircThread Project ：

・30団体が参加する

EU H2020 プログラム

に基づく助成金受給活動

産総研

日立

日立

Ellen MacArthur foundation

CE100

循環型経済の達成度評価指標

CE100

目的：EU 政策の

策定と実施への産業界の参画

SC4:ISO 8000

データ品質

SURE

産総研

産総研

ISO/IEC JTC1 SC31
Automatic identification and

data capture techniques

情報のサプライチェーン
産総研

計量標準総合センター

産総研：データ検証

ISO TMB WG

BS 8900を基にGRI等が

参加して開発

産総研

RE100

CLIMATE GROUP: 国際NPO

2050年までに再生可能エネルギーを

100%利用すると宣言した企業が加盟

CE Hub
CE広域マルチバリュー循環研究会

産総研

GHGプロトコルイニシアチブ

WRI+WBCSD

日立

FIWARE

（スマシティ共通PF ） Catena-X

(自動車)

Gaia-Xサブセット

個社/行政のハイブリッ

ト

Data連携プロセス: M2M

ecoinvent

LCI database

ECHA SCIP

SVHC含有情報PF

ISO/IEC CDD

Common Data Dictionary

Product Ontology

ECLASS-CDP(Single Common Data Repository)

COMDO project: Common Data Repository Project

IEC TC3(情報) SC3D(CDD)
産総研

日立

IEC61360/ISO13584-42準拠

ECL@SS

製品データ規格

製品及びサービスの分類・記述の統一

独経済エネルギー省(BMWi)が推進

GAIA-X ・ IDS

自律分散型database連携)

IDSコンセプトの実装

・Open API

・標準データモデル

・オープンソース実装 SMART化

WFD(Waste Framework Directive）対応の成形

品及び複合体 (製品) 関連データベース

IDSコンソーシアム

業種別Ontology

IDSA: International Data    

Spaces Association

関係あり

類似項目

環境団体

その他団体

日立 日立参画

SDOs

産総研 産総研参画

ISO・IEC・ITU

CEN・CENELEC

CEN-CLC SABE CE-TG

対象領域の抽象

度：高

特定の業種・分

野に限定しない

対象領域の抽象

度：低

特定の業種・分

野に限定

日立 産総研

国際ENERGY STAR 

(環境ラベル各種)

ENERGY STARラベル

EPA(環境保護局/エネルギー省)

EPA CE推進活動:

National Recycling Strategy

Circular Economy Toolbox

米国商工会議所

循環

経済協会

IVI:業務シナリオWG 7E02

企業間データ連携標準(CIOF)
ゆるやかな標準

日立

SEMI

ブロックチェーンによる半導体

トレーサビリティ規格を検討中

ISO 50001 EnMS
EPEAT：米国政府の調達要件

電子機器の環境配慮認証

afnor 仏国規格協会

仏経済政策:サプライサイドの改革

Anti-Wasting and Circular Economy LAW (AWCE)

産総研:排出係数

積み上げ法に基づいた

統計情報によるLCA用

「バックグラウンドデータ」

JEITA:ECALGA標準

プロセス標準、実装標準
ECL@SS
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IEEE

Web of Things

Smart thingsのウェブへの統合

官民データ活用推進基本法
目的) 官民が保有するビックデータの公開と活用

日立

デジタルエコファクトリー

FAOP: グリーンプロダクションの為の環境情報PF

日立
ISO TC184

CDP(英国)

Carbon Disclosure Project

機関投資家への情報提供と組織の格付け

ISO TC307 BC

産総研

産総研

EU taxonomy

Classification system for 

sustainable activities.

ANSI・W3C・IEEE

日立

標準化動向の全体俯瞰図
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